
  

  

(注) １ 本店の所在の場所「群馬県群馬郡群馬町足門762番地」が、平成18年１月23日付の市町村の合併に伴い、「群馬県高崎市

足門町762番地」に変更となりました。 

２ 最寄りの連絡場所「群馬県群馬郡群馬町保渡田2174番地１」が、平成18年１月23日付の市町村の合併に伴い、上記のよう

に変更となりました。 
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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

提出会社の最近５事業年度に係る主要な経営指標等の推移 
  

(注) １ 当社は連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移については、記載しており

ません。 

２ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３ 持分法を適用した場合の投資損益については、関連会社がないため、記載しておりません。 

４ 第34期から「１株当たり当期純利益に関する会計基準」(企業会計基準委員会  平成14年９月25日  企業会計基準第２号)

及び「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準委員会  平成14年９月25日  企業会計基準適

用指針第４号)を適用しております。 

  

回次 第33期 第34期 第35期 第36期 第37期 

決算年月 平成14年５月 平成15年５月 平成16年５月 平成17年５月 平成18年５月 

売上高 (百万円) 22,713 26,030 30,215 33,176 38,339 

経常利益 (百万円) 2,152 2,748 3,747 3,881 4,259 

当期純利益 (百万円) 850 1,350 1,839 2,145 2,360 

持分法を適用した場合の 
投資利益 

(百万円) ― ― ― ― ― 

資本金 (百万円) 5,883 5,884 5,926 6,322 18,824 

発行済株式総数 (株) 20,920,437 20,921,105 20,980,342 21,533,779 35,497,183 

純資産額 (百万円) 22,662 22,564 23,789 26,695 47,609 

総資産額 (百万円) 46,053 59,349 62,465 55,689 67,076 

１株当たり純資産額 (円) 1,083.34 1,136.73 1,219.63 1,317.75 1,421.67 

１株当たり配当額 
(内１株当たり 
中間配当額) 

(円) 
10.00 
(―)

10.00
(―)

15.00
(―)

17.00 
(―)

17.00
(―)

１株当たり当期純利益 (円) 40.72 65.48 92.58 107.48 84.81 

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

(円) 32.51 41.97 53.43 67.96 72.84 

自己資本比率 (％) 49.2 38.0 38.1 47.9 71.0 

自己資本利益率 (％) 3.8 6.0 7.9 8.5 6.4 

株価収益率 (倍) 41.1 19.6 17.6 14.9 23.9 

配当性向 (％) 24.6 15.3 16.2 15.8 20.0 

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 3,508 4,913 5,339 3,949 8,899 

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △1,862 △3,679 △3,666 △4,029 △11,645 

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △429 7,897 △964 △10,055 4,382 

現金及び現金同等物の 
期末残高 

(百万円) 12,427 21,558 22,267 12,133 13,770 

従業員数 (名) 761 746 735 759 825 



２ 【沿革】 

  

  

昭和44年６月 三益産商株式会社の研磨部を分離独立し、半導体シリコンウェハーの鏡面研磨加工を目的と

して群馬県群馬郡群馬町(現高崎市足門町)に三益半導体工業株式会社を設立。 

昭和44年11月 群馬県群馬郡群馬町(現高崎市足門町)に第二工場を建設。 

昭和54年７月 第二工場第２次拡張工事を行い、全館クリーンルーム化工場を建設。 

昭和56年６月 第二工場第３次拡張工事を行い、大口径シリコンウェハーの加工に対応する設備を増設。 

昭和58年９月 本社を群馬県群馬郡群馬町足門762番地(現高崎市足門町762番地１)に移転。 

昭和58年12月 三益産商株式会社(精密機械の販売等)および株式会社三益エンジニアリング(プラントの設

計・製作等)を合併、それぞれの事業を事業部制のもとに引継ぎ事業目的を拡大。 

昭和59年６月 本社工場(現足門工場)第４次拡張工事を行い大口径シリコンウェハー加工設備を増設。 

昭和59年７月 エンジニアリング事業部を、設計・製作の機能化と研究開発の充実を目的として、群馬県群

馬郡群馬町棟高(現高崎市棟高町)に新社屋を建設、移転。 

昭和59年８月 福島県白河市に産商事業部白河営業所を開設。 

昭和61年１月 株式を社団法人日本証券業協会(現日本証券業協会)に店頭登録。 

昭和61年８月 埼玉県熊谷市に産商事業部埼玉営業所を開設。 

昭和62年３月 東京都中央区に東京事務所を開設。 

昭和62年８月 三益工事株式会社(資本金1,000万円当社全額出資)を設立。 

平成２年５月 東京事務所を閉鎖。 

平成３年４月 群馬県群馬郡群馬町保渡田(現高崎市保渡田町)に上郊工場(Ｋ－Ⅰ棟)を建設。 

平成３年５月 栃木県宇都宮市に産商事業部宇都宮営業所を開設。 

平成４年５月 三益工事株式会社を解散。 

平成５年５月 埼玉県深谷市に産商事業部埼玉営業所を移転。 

平成７年11月 半導体シリコンウェハーの需要増と大口径化に対応するため、上郊工場敷地内に工場棟(Ｋ－

Ⅱ棟)を建設。 

平成８年８月 半導体事業部第一工場の生産設備を本社工場(現足門工場)に全面的に移設し集約。 

平成８年12月 半導体シリコンウェハーの需要増と大口径化に対応するため、上郊工場敷地内に工場棟(Ｋ－

Ⅲ棟)を建設。 

平成９年２月 産商事業部太田営業所と宇都宮営業所を統合して、栃木県足利市に産商事業部北関東営業所

を開設。 

平成９年４月 株式を東京証券取引所市場第二部に上場。 

平成10年９月 マレーシア クアラルンプールに産商事業部マレーシア駐在員事務所を開設。 

平成10年11月 株式を東京証券取引所市場第一部に上場。 

平成11年３月 半導体シリコンウェハーの高精度化、高品質化に対応するため、上郊工場敷地内に工場棟(Ｋ

－Ⅳ棟)を建設。 

平成14年５月 産商事業部マレーシア駐在員事務所を閉鎖。 

平成16年12月 300mmシリコンウェハーの需要増と高精度化に対応するため、上郊工場敷地内に工場棟(Ｋ－

Ⅴ棟)を建設。 

平成18年２月 本社を群馬県高崎市保渡田町2174番地１に移転。 



３ 【事業の内容】 

当社の企業集団は、当社、当社のその他の関係会社１社及びその他の関係会社の子会社１社で構成されておりま

す。 

当社は、半導体材料の加工、精密機器の販売、自動化装置の設計・製作・販売ならびにこれらに付帯する事業を展

開しております。当社の事業は、三部門に大別され、事業部門別の主要製・商品は次のとおりであります。 

主な得意先は、信越化学工業㈱であり、半導体材料加工部門におけるプライムウェハー加工は同社より受注してお

ります。 

なお、同社は、当社が平成17年８月４日に実施した同社を割当先とする第三者割当増資により、当社のその他の関

係会社となりました。 

事業の系統図は次のとおりであります。 

  

 

  

４ 【関係会社の状況】 
  

(注) １ 信越化学工業㈱は有価証券報告書提出会社であります。 

２ 議決権の被所有割合の（ ）内は、間接所有割合で内数であります。 

  

事業部門 主要製・商品 

半導体材料加工部門 シリコンウェハー(プライムウェハー、再生ウェハー) 

商事部門 計測器、試験機その他精密機器等 

エンジニアリング部門 半導体材料加工装置、ロボットシステム等の各種自動化装置 

名称 住所 
資本金 
（百万円） 

主要な事業の内容
議決権の
被所有割
合（％）

関係内容 

(その他の関係会社)       

信越化学工業㈱ 東京都千代田区 119,419 
各種化学製品の製造
及び販売 

42.1
（1.1）

当社に半導体シリコン
ウェハー加工を発注し
ております。 



５ 【従業員の状況】 

(1) 提出会社の状況 

平成18年５月31日現在 

(注) １ 従業員数は就業人員であります。 

２ 従業員数が前事業年度末に比べ66名増加しておりますが、業容拡大に伴う新規採用等による増加であります。 

３ 平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

  

(2) 労働組合の状況 

労働組合は結成されておりませんが、労使関係については良好であり、現在特記すべき事項はありません。 

  

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(円) 

825 33.6 10.8 5,361,190 



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当期におけるわが国経済は、原油価格の高騰など懸念材料を抱えていたものの、企業収益の改善から民間設備投

資が堅調な伸びを示し、また個人消費も徐々に増加するなど、景気は緩やかな回復基調が続きました。 

当社の主な需要先であります半導体業界におきましては、パソコンや携帯電話、デジタル家電をはじめ幅広い分

野で需要が堅調に推移いたしました。 

このような経営環境の中で当社は、引き続き経営全般にわたる一層の合理化や効率化を推進するとともに、各部

門の特色を最大限に活用しつつ積極的な事業展開を図りました。 

この結果、売上高は383億３千９百万円と前期比15.6％の増収となりました。また、営業利益は44億２千６百万円

（前期比10.6％増）、経常利益は42億５千９百万円（同9.7％増）、当期純利益は23億６千万円（同10.0％増）と売

上高、利益ともに三期連続で過去最高の業績を達成いたしました。 

なお、資本提携による事業基盤強化のため、平成17年８月４日に信越化学工業株式会社を割当先とする第三者割

当増資を実施いたしました。また、平成17年９月22日開催の当社取締役会において、１株当たり株主価値の向上を

図るため自己株式3,019,833株を消却することを決議し、同日消却いたしました。更に、平成17年12月12日開催の当

社取締役会において、信越化学工業株式会社による当社株式の公開買付けについて賛同する旨を決議いたしまし

た。また、平成18年２月14日開催の当社取締役会において、会社業務の効率化を図るため本店所在地の変更を決議

し、同年２月20日に本店所在地を群馬県高崎市保渡田町2174番地1に変更いたしました。 

  

事業部門別の業績は次のとおりであります。 

  

半導体材料加工部門 

半導体業界におきましては、最先端の300mmシリコンウェハーは引き続き需要が大幅に増加し、200mmウェハーに

つきましても堅調に推移いたしました。このような状況下で、当部門では高水準の生産を継続するとともに、高精

度加工技術を活かした競争力のある再生ウェハーの拡販に全力で取り組みました。 

この結果、当部門の受注高は265億５千４百万円（前期比40.0％増）、売上高は253億７千９百万円（同34.0％

増）となりました。 

  

商事部門 

当部門におきましては、主要ユーザーである半導体関連各社における受注・売上が減少したものの、電子部品や

自動車関連部品メーカー各社からの受注は増加いたしました。この結果、受注高は108億９千７百万円（前期比

10.8％減）、売上高は108億７千４百万円（同12.0％減）となりました。 

  



エンジニアリング部門 

当部門におきましては、主力製品でありますスピンプロセッサの高性能化を図ると同時に販売活動を積極的に展

開した結果、受注高は23億３千２百万円（前期比22.9％増）、売上高は20億８千５百万円（同10.3％増）となりま

した。 

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

当期における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、有形固定資産の取得や自己株式の取得による支

出があったものの、税引前当期純利益及び減価償却費等の計上や第三者割当増資による収入があり、前期末に比べ

て16億３千７百万円（13.5%）の増加となり、当期末は137億７千万円となりました。 

  

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

当期において営業活動の結果得られた資金は88億９千９百万円（前期比49億４千９百万円増）となりました。こ

れは売上債権の増加25億５千９百万円や法人税等の支払12億８千１百万円があったものの、税引前当期純利益40億

１千９百万円、減価償却費69億６千３百万円等により資金が増加したことによるものです。 

  

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

当期において投資活動の結果使用した資金は116億４千５百万円（前期比76億１千６百万円増）となりました。こ

れは新工場棟生産設備の増強等による有形固定資産の取得による支出が116億２千万円あったことによるものです。

  

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

当期において財務活動の結果得られた資金は43億８千２百万円（前期は100億５千５百万円の支出）となりまし

た。これは自己株式の取得による支出61億４千１百万円があったものの、第三者割当増資による収入106億１千３百

万円があったことによるものです。 

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当期における生産実績を事業部門別に表示すると次のとおりであります。 

  

(注) 金額は販売価格(消費税等抜き)で表示しております。 

  

(2) 受注実績 

当期における受注実績を事業部門別に表示すると次のとおりであります。 

  

(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(3) 販売実績 

当期における販売実績を事業部門別に表示すると次のとおりであります。 

  

(注) １ 金額は販売価格(消費税等抜き)で表示しております。 

２ 主な相手先別の販売実績及びそれぞれの総販売実績に対する割合は次のとおりであります。 

  

事業部門 生産高(百万円) 前期比(％) 

半導体材料加工部門 25,468 134.6 

エンジニアリング部門 1,689 73.1 

合計 27,157 127.9 

事業部門 

受注高 受注残高 

金額(百万円) 前期比(％) 金額(百万円) 前期比(％) 

半導体材料加工部門 26,554 140.0 3,372 153.4 

商事部門 10,897 89.2 1,206 102.0 

エンジニアリング部門 2,332 122.9 734 150.6 

合計 39,784 120.3 5,314 137.3 

事業部門 販売高(百万円) 前期比(％) 

半導体材料加工部門 25,379 134.0 

商事部門 10,874 88.0 

エンジニアリング部門 2,085 110.3 

合計 38,339 115.6 

相手先 

前事業年度 当事業年度 

金額(百万円) 割合(％) 金額(百万円) 割合(％) 

信越化学工業㈱ 12,586 37.9 17,642 46.0 

信越半導体㈱ 5,257 15.8 5,127 13.4 



３ 主要な輸出先及び輸出販売高及び割合は、次のとおりであります。 

  なお、( )内は総販売実績に対する輸出高の割合であります。 

  

  

３ 【対処すべき課題】 

今後の見通しにつきましては、引き続き景気の緩やかな回復が期待されるものの、原油価格の高騰が国内外の経済

に与える影響など懸念材料を抱えており、わが国経済は予断を許さない状況が続くものと予想されます。 

半導体業界におきましては、半導体メーカー各社が300mmシリコンウェハーの採用を進めていることに加え、自動車

関連をはじめ半導体製品の用途が拡大するなど、全体として需要は堅調に推移するものと見込まれております。 

このような環境の下、当社といたしましては、需要の増加に全力で対応するとともに、多様化するニーズに応じた

柔軟かつタイムリーな生産能力の確保や高品質化・高精度化のための諸施策を積極的に展開いたします。同時に世界

市場における再生ウェハーのシェア拡大を図るべくサービス・営業力などの販売体制を強化してまいります。 

  

４ 【事業等のリスク】 

有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可

能性のある事項には、以下のようなものがあります。 

なお、文中における将来に関する事項は、当事業年度末（平成18年５月31日）現在において当社が判断したもので

あります。 

  

(1) 設備投資による影響 

当社の半導体材料加工部門は、シリコンウェハーの研磨加工を行っております。同部門の加工能力増強には多額

の設備投資が必要となります。このため加工能力増強にあたっては減価償却費が増大し、経営成績に影響を与えま

す。 

  

(2) 業界設備投資動向による影響 

商事部門及びエンジニアリング部門の主な販売先は半導体業界であり、同業界の設備投資動向によっては経営成

績に影響を受けることがあります。 

  

輸出先 

前事業年度 当事業年度 

金額(百万円) 割合(％) 金額(百万円) 割合(％) 

北アメリカ 1,561 42.2 1,803 37.2 

ヨーロッパ 485 13.1 587 12.1 

アジア 1,655 44.7 2,455 50.7 

その他 0 0.0 0 0.0 

合計 
3,703
(11.2％)

100.0
4,846 
(12.6％)

100.0



(3) 特定の取引先への依存度 

当社は、信越化学工業㈱及びそのグループ企業である信越半導体㈱との円滑な取引を継続しており、当社の売上

高に占める両者の割合は、前期53.8％、当期59.4％と高い割合となっております。 

従って、同グループの販売及び設備投資の動向によっては当社の経営成績に影響を与える可能性があります。 

  

(4) 業界動向による影響 

当社の主な需要先であります半導体業界は、需給の変化や半導体市況の変化が激しい業界であります。従って、

需給の変動によるウェハーの販売量の減少や販売価格の低下は経営成績に影響を与える可能性があります。 

  

(5) 為替相場の変動による影響 

当社の主な輸出先は北アメリカ、ヨーロッパ、アジア地域であり、売上高に占める輸出販売高の割合は、前期は

11.2％、当期は12.6％となっております。外貨建取引につきましては、為替相場の大幅な変動によって経営成績に

影響を受ける可能性があります。 

  

(6) 自然災害・事故災害の影響 

当社は、生産活動の中断により生じる損害を最小限に抑えるため、生産設備に対し有効な防災点検及び設備保

守、また、安全対策投資等を行っております。しかしながら、突発的に発生する災害や天災、不慮の事故等の影響

で、生産設備等が損害を被った場合は、当社の経営成績に大きな影響を及ぼす可能性があります。 

  

５ 【経営上の重要な契約等】 

該当事項はありません。 

  

６ 【研究開発活動】 

当社の研究開発活動は、半導体材料加工部門等においてシリコンウェハーの研磨加工におけるウェハー平坦度及び

清浄度のより一層の精度アップを追及するとともに、大口径ウェハーの量産化に対応する加工技術並びに加工自動化

システムの研究開発を行っております。 

なお、当事業年度における研究開発費は218百万円であります。 

  



７ 【財政状態及び経営成績の分析】 

(1) 財政状態の分析 

当事業年度末の総資産は、前期末に比べ113億８千７百万円増加し、670億７千６百万円となりました。これは、

売上高の増加に伴う売掛金の増加36億９千５百万円、新工場棟生産設備を中心とした設備投資による有形固定資産

の増加75億２百万円等があったことによるものです。 

一方、負債合計は、前期末に比べ95億２千５百万円減少し、194億６千７百万円となりました。これは、設備投資

に係る未払金及び設備関係支払手形の増加28億円等があったものの、転換社債の償還及び転換による減少54億４千

６百万円、新株予約権付社債の償還及び権利行使による減少88億５千２百万円等によるものであります。また、純

資産合計は、前期末に比べ209億１千３百万円増加し、476億９百万円となりました。これは、自己株式の消却に伴

うその他資本剰余金及び当期未処分利益の減少43億円があったものの、第三者割当増資による資本金及び資本準備

金の増加107億１千万円、新株予約権付社債の権利行使及び転換社債の転換による資本金及び資本準備金の増加142

億８千９百万円等によるものであります。この結果、自己資本比率は71.0％となりました。 

  

(2) 経営成績の分析 

当事業年度の売上高は383億３千９百万円、営業利益は44億２千６百万円、経常利益は42億５千９百万円、当期純

利益は23億６千万円と売上高、利益ともに過去最高の業績を達成いたしました。 

売上高及び営業利益につきましては、パソコンや携帯電話、デジタル家電をはじめ幅広い分野で需要が堅調に推

移した結果、売上高は15.6％増の383億３千９百万円、営業利益は10.6％増の44億２千６百万円となりました。 

営業外損益につきましては、営業外収益は為替差益５千５百万円等の発生により１億９百万円となりました。営

業外費用は転換社債の償還による社債利息の減少７千５百万円等があったものの、新株発行費９千６百万円、新株

予約権付社債の権利行使及び転換社債の転換による転換請求受理料５千６百万円等により２億７千５百万円となり

ました。 

特別損益につきましては、特別利益は国庫補助金３千７百万円等の発生により７千６百万円となりました。特別

損失は、主に半導体生産設備の新設及び更新に伴う既存設備の除却１億４千７百万円の発生により３億１千６百万

円となりました。 

  

(3) キャッシュ・フローの分析 

当事業年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、有形固定資産の取得や自己株式の取得に

よる支出があったものの、税引前当期純利益や減価償却費等の計上や第三者割当増資により、前期末に比べて16億

３千７百万円の増加となり、当事業年度末は137億７千万円となりました。 

営業活動の結果得られた資金は前期比49億４千９百万円増の88億９千９百万円となりました。これは売上債権の

増加25億５千９百万円や法人税等の支払12億８千１百万円があったものの、税引前当期純利益40億１千９百万円、

減価償却費69億６千３百万円等により資金が増加したことによるものです。 



投資活動の結果使用した資金は前期比76億１千６百万円増の116億４千５百万円となりました。これは新工場棟生

産設備の増強等による有形固定資産の取得による支出が116億２千万円あったことによるものです。 

財務活動の結果得られた資金は43億８千２百万円（前期は100億５千５百万円の支出）となりました。これは自己

株式の取得による支出61億４千１百万円があったものの、第三者割当増資による収入106億１千３百万円があったこ

とによるものです。 

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【設備投資等の概要】 

当期中の設備投資は、半導体事業部上郊工場新工場棟の生産設備の増強等を中心に行い、その総額は144億２千４百

万円であります。 

事業部門別の設備投資につきましては、半導体材料加工部門への投資がその大半を占めておりますので、記載を省

略しております。 

  

２ 【主要な設備の状況】 

(平成18年５月31日現在) 

(注) １ 帳簿価額欄の「その他」は、車輌運搬具及び工具器具備品であり、建設仮勘定3,986百万円は含んでおりません。なお、

金額には消費税等を含んでおりません。 

２ 賃借の土地については、面積を〔 〕を付して外書きしております。 

３ 従業員数には、役員及び臨時従業員は含んでおりません。 

４ 群馬県群馬郡群馬町は、平成18年１月23日の市町村合併により群馬県高崎市となっております。 

５ 上記の他、リース契約による主な賃借設備は、次のとおりであります。 

  

事業所名 
(所在地) 

事業部門 
設備の

内容 

帳簿価額(百万円) 
従業員数

(人) 
建物 構築物 機械装置

土地

(面積㎡) 
その他 合計 

半導体事業部 
足門工場 
(群馬県高崎市) 
（注)４ 

半導体 
材料加工 
部門 

半導体材料 
加工設備 

295 48 473

251

(7,499)

〔5,199〕

10 1,079 79

半導体事業部 
上郊工場、 
管理本部 
(群馬県高崎市) 
（注)４ 

半導体 
材料加工 
部門 

半導体材料 
加工設備 

9,526 692 13,676

1,237

(70,275)

〔14,721〕

492 25,624 658

エンジニアリング 
事業部 
棟高工場 
(群馬県高崎市) 
（注)４ 

エンジニ

アリング 
部門 

半導体材料 
加工装置等 
の設計・製 
作設備 

51 4 4

100

(3,389)

〔661〕

12 174 30

産商事業部 
(群馬県高崎市) 

商事部門 
販売業務

施設 
12 1 ―

26

（1,130)
16 56 30

事業所名 
(所在地) 

事業部門 設備の内容 
年間リース料
(百万円) 

リース契約残高 
(百万円) 

半導体事業部 
上郊工場 
(群馬県高崎市) 

半導体材料 
加工部門 

半導体材料加工設備
(所有権移転外 
ファイナンス 
・リース) 

890 3,445



３ 【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 重要な設備の新設等 

  

(注) １ 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ 群馬県群馬郡群馬町は、平成18年１月23日の市町村合併により群馬県高崎市となっております。 

３ 完成後の増加能力については、生産品目が多種多様にわたっており算定が困難であります。従って、完成後の増加能力は

記載しておりません。 

  

(2) 重要な設備の除却等 

該当事項はありません。 

  

事業所名 
(所在地) 

事業部門 設備の内容 
投資予定額 

資金調達方法 着手年月
完了予定 
年月 

完成後の

増加能力 総額 
(百万円) 

既支払額

(百万円) 
半導体事業部 
上郊工場 
 (群馬県高崎市) 
（注)２ 

半導体 
材料加工 
部門 

建屋増築及び 
機械装置等の 
増設 

12,877 3,900 自己資金 平成17年12月 平成18年12月 ― 



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 
  

(注) 当事業年度の末日までに自己株式3,019,833株を消却したため、登記簿上の会社が発行する株式の総数は、43,980,167株とな

っております。 

なお、平成18年８月30日開催の定時株主総会において定款の一部変更が行われ、定款に定める発行可能株式総数は同日よ

り、47,000,000株となっております。 

  

② 【発行済株式】 
  

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

種類 発行可能株式総数(株) 

普通株式 47,000,000 

計 47,000,000 

種類 
事業年度末現在 
発行数(株) 

(平成18年５月31日) 

提出日現在
発行数(株) 

(平成18年８月30日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容 

普通株式 35,497,183 35,497,183
東京証券取引所
市場第一部 

完全議決権株式であり、権利
内容に何ら限定のない当社に
おける標準となる株式 

計 35,497,183 35,497,183 ― ― 



(3) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

(注) １ 転換社債の転換による増加(平成13年６月１日～平成14年５月31日) 

２ 転換社債の転換による増加(平成14年６月１日～平成15年５月31日) 

３ 新株予約権の行使による増加(平成15年６月１日～平成16年５月31日) 

４ 転換社債の転換による増加及び新株予約権の行使による増加(平成16年６月１日～平成17年５月31日) 

５ 第三者割当増資 発行価格 1,530円 資本組入額 765円 割当先 信越化学工業㈱ 

６ 自己株式の消却による減少 

７ 転換社債の転換による増加及び新株予約権の行使による増加(平成17年６月１日～平成18年５月31日) 

  

(4) 【所有者別状況】 

平成18年５月31日現在 

(注) １ 自己株式2,008,902株は、「個人その他」に20,089単元を、「単元未満株式の状況」に２株を含めて記載してあります。 

２ 「その他の法人」には、証券保管振替機構名義の株式が、19単元含まれております。 

  

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(株) 

発行済株式
総数残高 
(株) 

資本金増減額
  

(百万円) 

資本金残高
  

(百万円) 

資本準備金 
増減額 
(百万円) 

資本準備金
残高 
(百万円) 

平成14年５月31日 
(注)１ 

48,126 20,920,437 35 5,883 35 5,840

平成15年５月31日 
(注)２ 

668 20,921,105 0 5,884 0 5,840

平成16年５月31日 
(注)３ 

59,237 20,980,342 42 5,926 42 5,882

平成17年５月31日 
(注)４ 

553,437 21,533,779 396 6,322 396 6,279

平成17年８月４日 
(注)５ 

7,000,000 28,533,779 5,355 11,677 5,355 11,634

平成17年９月22日 
(注)６ 

△3,019,833 25,513,946 ― 11,677 ― 11,634

平成18年５月31日 
(注)７ 

9,983,237 35,497,183 7,146 18,824 7,143 18,778

区分 

株式の状況(１単元の株式数100株)
単元未満
株式の状況
(株) 

政府及び 
地方公共 
団体 

金融機関 証券会社 
その他の
法人 

外国法人等 個人
その他 

計 
個人以外 個人

株主数 
(人) 

― 48 28 59 85 2 5,170 5,392 ―

所有株式数 
(単元) 

― 53,212 3,652 156,024 68,941 2 72,850 354,681 29,083

所有株式数 
の割合(％) 

― 15.00 1.03 43.99 19.44 0.00 20.54 100 ―



(5) 【大株主の状況】 

平成18年５月31日現在 

(注) １ 上記の他、自己株式を2,008,902株（5.66％）保有しております。 

２ 群馬県群馬郡群馬町足門は、平成18年１月23日の市町村の合併により群馬県高崎市足門町となっております。 

３ 信越化学工業㈱は、平成17年８月４日に当社が実施した第三者割当増資の全額を引受けたことにより、主要株主になって

おります。これに伴い中澤正幸（当社取締役社長）は主要株主でなくなっております。 

４ ジェー・ピー・モルガン・ホワイトフライヤーズ・インクから、平成18年４月14日付で提出された大量保有報告書に関す

る変更報告書により平成18年３月31日現在で同社を含む共同所有者３社で2,547千株（発行済株式総数に対する所有株式

の割合 7.18％）を所有している旨の報告を受けておりますが、当社として期末時点における所有株式数の確認ができま

せんので、上記大株主の状況には含めておりません。 

５ 株式会社みずほ銀行から、平成18年５月15日付で提出された大量保有報告書に関する変更報告書により平成18年４月30日

現在で同社を含む共同所有者３社で1,442千株（発行済株式総数に対する所有株式の割合 4.06％）を所有している旨の報

告を受けておりますが、当社として期末時点における所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含めて

おりません。 

６ バークレイズ・グローバル・インベスターズ信託銀行株式会社から、平成18年１月16日付で提出された大量保有報告書に

関する変更報告書により平成17年12月31日現在で同社を含む共同所有者８社で1,297千株（発行済株式総数に対する所有

株式の割合 3.65％）を所有している旨の報告を受けておりますが、当社として期末時点における所有株式数の確認がで

きませんので、上記大株主の状況には含めておりません。 

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株) 

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％) 

信越化学工業株式会社 東京都千代田区大手町２丁目６番１号 13,733 38.69 

中 澤 正 幸 群馬県高崎市足門町 (注)２ 2,159 6.08 

ソニー生命保険株式会社 東京都港区南青山１丁目１番１号 1,194 3.37 

有限会社なかざわ 群馬県高崎市足門町619番地 (注)２ 1,151 3.24 

ザ チェース マンハッタン バン
ク エヌエイ ロンドン エス エ
ル オムニバス アカウント 
(常任代理人  株式会社みずほコ
ーポレート銀行兜町証券決済業
務室) 

WOOLGATE HOUSE,COLEMAN STREET LONDON
EC2P 2HD, ENGLAND 
  
(東京都中央区日本橋兜町６番７号) 

1,042 2.94 

資産管理サービス信託銀行株式
会社（信託Ａ口） 

東京都中央区晴海１丁目８番12号 754 2.12 

株式会社群馬銀行 群馬県前橋市元総社町194番地 701 1.98 

  
ミレニアム 
  
(常任代理人  株式会社三菱東京
UFJ銀行カストデイ業務部) 

P.O.BOX2992 RIYADH 11169 KINGDOM OF
SAUDI ARABIA 
  
(東京都千代田区丸の内２丁目７番１号) 

638 1.80 

バンク オブ ニューヨーク ジー
シーエム クライアント アカウ
ンツ イー アイエスジー 
(常任代理人  株式会社三菱東京
UFJ銀行カストデイ業務部) 

PETERBOROUGH COURT 133 FLEET STREET 
LONDON EC4A 2BB, UNITED KINGDOM 
  
(東京都千代田区丸の内２丁目７番１号) 
  

558 1.57 

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社（信託口） 

東京都港区浜松町２丁目11番３号 527 1.49 

計 ― 22,462 63.28 



７ ゴールドマン・サックス証券会社東京支店から、平成18年２月14日付で提出された大量保有報告書に関する変更報告書に

より平成18年１月31日現在で同社を含む共同所有者４社で1,085千株（発行済株式総数に対する所有株式の割合 3.06％）

を所有している旨の報告を受けておりますが、当社として期末時点における所有株式数の確認ができませんので、上記大

株主の状況には含めておりません。 

  

(6) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成18年５月31日現在 

(注) １ 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が1,900株(議決権19個)含まれておりま

す。 

２ 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式が２株含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

平成18年５月31日現在 

(注) 所有者の住所は、平成18年２月20日から本店所在地群馬県高崎市足門町762番地より移転しております。 

  

(7) 【ストックオプション制度の内容】 

該当事項はありません。 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 
(自己保有株式) 
普通株式  2,008,900 

― 
権利内容に何ら限定のない当
社における標準となる株式 

完全議決権株式(その他) 普通株式  33,459,200 334,592 同上 

単元未満株式 普通株式     29,083 ― 同上 

発行済株式総数 35,497,183 ― ― 

総株主の議決権 ― 334,592 ― 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数 
(株) 

他人名義
所有株式数 
(株) 

所有株式数 
の合計 
(株) 

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％) 

(自己保有株式) 
三益半導体工業株式会社 

高崎市保渡田町2174番地１ 2,008,900 ― 2,008,900 5.7

計 ― 2,008,900 ― 2,008,900 5.7 



２ 【自己株式の取得等の状況】 
  

  
(1) 【株主総会決議による取得の状況】 

旧商法第210条第１項の規定に基づく定時株主総会決議による取得 

  

(2) 【取締役会決議による取得の状況】 

旧商法第211条ノ3第１項第２号の規定に基づく取締役会決議による取得 

  

【株式の種類等】 旧商法第210条第１項の規定に基づく定時株主総会決議、旧商法第211条ノ3
第１項第２号の規定に基づく取締役会決議及び旧商法第221条第６項の規定
に基づく単元未満株式の買取請求による普通株式の取得並びに会社法155条
第７号に該当する普通株式の取得 

区分 株式数(株) 価額の総額(百万円) 

株主総会(平成17年８月30日)での決議状況 
(取得期間平成17年８月30日～平成18年８月29日) 

2,000,000 3,400 

当事業年度前における取得自己株式 ― ― 

当事業年度における取得自己株式 1,999,600 3,399 

残存決議株式の総数及び価額の総額 400 0 

当事業年度の末日現在の未行使割合(％) 0.0 0.0 

当期間における取得自己株式 ― ― 

提出日現在の未行使割合(％) 0.0 0.0 

区分 株式数(株) 価額の総額(百万円) 

取締役会(平成17年７月19日)での決議状況 
(取得期間平成17年８月５日～平成17年８月29日) 

2,000,000 3,300 

当事業年度前における取得自己株式 ― ― 

当事業年度における取得自己株式 1,717,100 2,712 

残存決議株式の総数及び価額の総額 282,900 587 

当事業年度の末日現在の未行使割合(％) 14.1 17.8 

当期間における取得自己株式 ― ― 

提出日現在の未行使割合(％) 14.1 17.8 



  
(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】 

旧商法第221条第６項及び会社法155条第７号の規定に基づく単元未満株式の買取請求による取得 

(注) 当期間における取得自己株式には、平成18年８月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取りによる株式数

は含まれておりません。 

  

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】 

  

  
(注) 保有自己株式数には、平成18年８月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取りによる株式数は含まれてお

りません。 

  

３ 【配当政策】 

当社は自己資本の充実と株主への利益配分をともに経営の最重要課題と位置付けており、経営基盤強化のために必

要な内部留保を確保しつつ、継続的な安定配当を実現していくことを基本方針としております。内部留保資金につき

ましては、経営基盤強化のために必要な内部留保を確保しつつ、成長へ向けて事業拡大のために有効投資いたしま

す。 

なお、当期の期末配当金につきましては、前期と同様、１株につき１７円を配当いたしました。この結果、当期は

配当性向20.0％、自己資本利益率6.4％、純資産配当率1.2％となりました。 

また、当社は、会社法第454条第５項に規定する中間配当を行うことができる旨を定めております。 

(注) 当期に行った剰余金の配当の株主総会の決議年月日は、平成17年８月30日であります。 

  

区分 株式数(株) 価額の総額(百万円) 

株主総会(平成－年－月－日)での決議状況 
(取得期間平成－年－月－日～平成－年－月－日) 

― ― 

当事業年度前における取得自己株式 ― ― 

当事業年度における取得自己株式 9,384 20 

残存決議株式の総数及び価額の総額 ― ― 

当事業年度の末日現在の未行使割合(％) ― ― 

当期間における取得自己株式 231 0 

提出日現在の未行使割合(％) ― ― 

区分 
当事業年度 当期間 

株式数(株) 
処分価額の総額
(百万円) 

株式数(株)
処分価額の総額 
(百万円) 

引き受ける者の募集を行った 
取得自己株式 

― ― ― ― 

消却の処分を行った取得自己株式 3,019,833 4,300 ― ― 

合併、株式交換、会社分割に係る 
移転を行った取得自己株式 

― ― ― ― 

その他 ― ― ― ― 

保有自己株式数 2,008,902 ― 2,009,133 ― 



４ 【株価の推移】 

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

  

(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

(2) 【最近６箇月間の月別最高・最低株価】 

  

(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

回次 第33期 第34期 第35期 第36期 第37期 

決算年月 平成14年５月 平成15年５月 平成16年５月 平成17年５月 平成18年５月 

最高(円) 1,851 1,710 1,801 1,729 2,845 

最低(円) 900 1,000 1,275 1,317 1,490 

月別 
平成17年 
12月 

平成18年 
１月 

２月 ３月 ４月 ５月 

最高(円) 2,450 2,425 2,800 2,435 2,845 2,605 

最低(円) 1,999 2,255 2,020 1,981 2,285 2,030 



５ 【役員の状況】 

  

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数

(千株) 

代表取締役 

社長 
― 中 澤 正 幸 昭和18年７月10日生 

昭和49年２月 

昭和49年５月 

昭和49年６月 

昭和52年７月 

昭和58年12月 

  

  

昭和61年４月 

  

昭和63年８月 

  

平成４年８月 

平成５年１月 

平成５年８月 

平成９年８月 

平成11年８月 

三益産商㈱入社 

㈱三益エンジニアリング取締役 

三益産商㈱取締役 

当社取締役 

当社常務取締役、管理本部長兼産

商事業部長兼エンジニアリング事

業部長 

産商事業部長兼エンジニアリング

事業部長 

当社取締役副社長、半導体、産

商、エンジニアリング各事業部長 

産商事業部長 

当社代表取締役社長 

当社取締役副会長 

当社取締役副社長、社長室担当 

当社代表取締役社長(現在に至る) 

2,159

専務取締役 
半導体 

事業部長 
細 谷 信 明 昭和24年９月21日生 

昭和48年４月 

昭和58年12月 

昭和62年３月 

  

昭和62年８月 

  

  

平成３年６月 

平成４年８月 

  

平成９年８月 

  

平成11年８月 

  

当社入社 

社長室長 

エンジニアリング事業部副事業部

長兼産商事業部副事業部長 

当社取締役、エンジニアリング事

業部副事業部長兼産商事業部副事

業部長 

半導体事業部品質保証部長 

当社常務取締役、半導体事業部副

事業部長 

半導体事業部長兼エンジニアリン

グ事業部長 

当社専務取締役、半導体事業部長

(現在に至る) 

7

取締役 産商事業部長 内 田 順一郎 昭和24年１月２日生 

昭和53年１月 

平成５年１月 

平成11年８月 

  

平成14年６月 

三益産商㈱入社 

当社産商事業部営業部長 

当社取締役、産商事業部長兼営業

部長 

産商事業部長(現在に至る) 

6

取締役 
エンジニアリン

グ事業部長 
片 平 孝三郎 昭和24年12月21日生 

昭和52年７月 

昭和54年４月 

平成８年６月 

  

平成11年８月 

  

平成12年６月 

  

平成13年８月 

  

㈱三益エンジニアリング入社 

三益産商㈱入社 

当社エンジニアリング事業部営業

部長兼生産部長 

当社取締役、エンジニアリング事

業部長兼営業部長兼生産部長 

エンジニアリング事業部長兼技術

部長 

エンジニアリング事業部長(現在

に至る) 

1



  

(注) 監査役木村賢史及び小澤泰美は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。 

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数

(千株) 

取締役 
半導体事業部 

第二生産部長 
飯 塚 卓 也 昭和26年７月19日生 

昭和51年３月 

平成３年６月 

平成７年12月 

平成11年８月 

  

平成12年６月 

  

平成14年６月 

  

当社入社 

半導体事業部上郊工場生産部長 

半導体事業部第三生産部長 

当社取締役、半導体事業部第三生

産部長 

半導体事業部第二生産部長兼第三

生産部長 

半導体事業部第二生産部長(現在

に至る) 

2

取締役 
管理本部長兼 

経理部長 
八 髙 達 郎 昭和26年２月９日生 

昭和60年７月 

平成12年６月 

平成13年８月 

  

当社入社 

管理本部経理部長 

当社取締役、管理本部長兼経理部

長(現在に至る) 

2

取締役 
半導体事業部 

生産管理部長 
牧 野 直 文 昭和29年８月20日生 

昭和56年４月 

平成７年６月 

平成12年６月 

平成17年８月 

  

当社入社 

当社半導体事業部第二生産部長 

当社半導体事業部生産管理部長 

当社取締役、半導体事業部生産管

理部長(現在に至る) 

1

常勤監査役 ― 野 村 紘 一 昭和13年５月８日生 

昭和37年４月 

平成２年６月 

平成９年６月 

平成10年４月 

  

平成11年７月 

平成12年８月 

信越化学工業㈱入社 

信越半導体㈱取締役 

同社常務取締役 

同社技術開発本部副本部長兼情報

特許部長 

当社入社、技術顧問 

当社常勤監査役(現在に至る) 

6

監査役 ― 岩 﨑 孜 郎 昭和16年９月２日生 

昭和52年４月 

昭和58年12月 

  

平成元年８月 

平成12年６月 

平成12年８月 

平成14年８月 

㈱三益エンジニアリング入社 

当社取締役、エンジニアリング事

業部生産部長 

当社取締役を退任 

半導体事業部MPM担当主幹 

当社常勤監査役 

当社監査役(現在に至る) 

8

監査役 ― 木 村 賢 史 昭和４年１月４日生 

昭和26年４月 

昭和61年６月 

平成３年６月 

平成８年６月 

平成14年６月 

平成14年８月 

㈱群馬銀行入行 

同行常務取締役 

群馬土地㈱代表取締役社長 

群馬テレビ㈱代表取締役社長 

同社相談役 

当社監査役(現在に至る) 

1

監査役 ― 小 澤 泰 美 昭和18年４月23日生

昭和37年３月 

平成11年９月 

平成14年７月 

平成15年８月 

信越化学工業㈱入社 

信越半導体㈱武生工場長 

同社経営企画部総務担当部長 

当社監査役(現在に至る) 

-

計 2,196 



６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】 

(1) コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

当社は各部門がそれぞれの特色を生かして連携し、安定的に業績の拡大を図り企業価値を高める株主重視の経営

を基本方針としておりますが、同時に遵法精神に基づいた諸施策の展開と適時適切な情報開示に取り組むことをコ

ーポレート・ガバナンスにおける基本的な考え方といたしております。 

  

(2) 会社の機関の内容及び内部統制システム及びリスク管理体制の整備の状況 

業務執行におきましては、定例及び臨時の取締役会に加えて、経営会議を定期的に開催し、会社の重要事項に関

する意思決定を行っております。取締役は当事業年度末（平成18年５月31日）現在７名で、社外取締役の選任は行

っておりませんが、各事項に関しては、監査役からの助言も併せて有効かつ客観的な審議を行い、迅速な意思決定

が実現されるよう図っております。また、意思決定の過程で、法的な側面につきましては顧問弁護士より、会計・

税務面におきましては公認会計士や顧問税理士より、適宜、アドバイスを受け適法性を確保しております。 

当社は監査役制度を採用しており、現在、社外監査役２名を含めた４名の監査役体制であります。常勤監査役

は、取締役会はもとより経営会議その他の重要会議に出席し、業務執行に関する適切な監査や助言を行い、経営の

質的向上と健全性確保に努めております。また社外監査役２名を含めて、経営活動全般にわたり独立した立場から

の客観的な監査や助言が実現されるよう図っております。更に、監査役は会計監査人並びに内部監査室と必要に応

じ随時情報交換を行い、相互の連携を高め職務執行を充分に監視できる体制を整えております。 

内部監査機能としては、「内部監査室」（人員１名）を設置しており、社内の各部門の業務運営状況を定期的に

監査しております。 

企業活動に伴って発生する可能性のある社内外のリスクに対しては、リスク管理に関する諸規程を整備し、これ

らの規程に従って業務を遂行するとともに、業務執行に伴い発生する可能性のあるリスクの発見と未然防止等を図

るため、リスク管理委員会を設置し、横断的な活動を推進いたします。 

また当社ホームページにつきましては、その運用について継続的な改善を行い、随時適切な情報開示が実現され

るよう努めております。 

当社といたしましては、今後とも基本方針に沿って、コーポレート・ガバナンスを念頭においた経営の健全性・

客観性を確保・維持するための施策に取り組んでまいる所存であります。 

  



以上の関係を模式図で示すと次のとおりであります。 

  

 
  

(3) 役員報酬の内容 

取締役及び監査役に支払った報酬の額 

取締役    107百万円 

監査役     17百万円 

  

(4) 監査報酬の内容 

当社の会計監査人であるあずさ監査法人に対する報酬 

公認会計士法第２条第１項に規定する業務に基づく報酬   15百万円 

上記以外の報酬はありません。 

業務を執行した公認会計士の氏名 

あずさ監査法人 

監査業務に係る補助者の構成 

公認会計士 ７名、会計士補 ５名、その他 １名 

  

指定社員 
業務執行社員 

公認会計士 飯 田 輝 夫 

指定社員 
業務執行社員 

公認会計士 佐 渡 一 雄 

指定社員 
業務執行社員 

公認会計士 森 田   亨 



(5) 会社と会社の社外取締役及び社外監査役の人的関係、資本的関係または取引関係その他の利害関係の概要 

当社の社外監査役２名は就任前に当社の役員または社員となったことはなく外部からの招聘であります。 



第５ 【経理の状況】 

１ 財務諸表の作成方法について 

（1） 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。以下「財

務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、前事業年度(平成16年６月１日から平成17年５月31日まで)については、「財務諸表等の用語、様式及び作

成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成16年１月30日 内閣府令第５号)附則第２項のただし書き

により、改正前の財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

また、前事業年度(平成16年６月１日から平成17年５月31日まで)は、改正前の財務諸表等規則に基づき、当事業

年度(平成17年６月１日から平成18年５月31日まで)は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

ただし、当事業年度(平成17年６月１日から平成18年５月31日まで)は、「財務諸表等の監査証明に関する内閣府

令等の一部を改正する内閣府令」(平成18年４月26日 内閣府令第56号)附則第２項により、改正前の財務諸表等規

則に基づいて作成しております。 

  

（2） 当社の財務諸表に掲記される科目その他の事項の金額は、従来、千円単位で記載しておりましたが、当事業年度

より百万円単位で記載することに変更いたしました。 

なお、比較を容易にするため、前事業年度についても百万円単位に組替え表示しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前事業年度(平成16年６月１日から平成17年５月31日まで)及び当

事業年度(平成17年６月１日から平成18年５月31日まで)の財務諸表について、あずさ監査法人により監査を受けてお

ります。 

  

３ 連結財務諸表について 

当社は、子会社がないため、連結財務諸表は作成しておりません。 

  



１ 【連結財務諸表等】 

(1) 【連結財務諸表】 

該当事項はありません。 

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  



２ 【財務諸表等】 

(1) 【財務諸表】 

① 【貸借対照表】 

  

  

  
前事業年度

(平成17年５月31日) 
当事業年度 

(平成18年５月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(資産の部)               

Ⅰ 流動資産               

 １) 現金及び預金     13,636     15,173   

 ２) 受取手形     1,730     594   

 ３) 売掛金 ※５   11,356     15,051   

 ４) 商品     15     24   

 ５) 製品     178     137   

 ６) 仕掛品     886     618   

 ７) 貯蔵品     310     340   

 ８) 前渡金     35     ―   

 ９) 前払費用     63     68   

 10) 繰延税金資産     335     528   

 11) その他     543     89   

 12) 貸倒引当金     △15     △2   

流動資産合計     29,078 52.2   32,625 48.6 

Ⅱ 固定資産               

１ 有形固定資産               

１) 建物 
※１ 
※６ 

17,652     18,605     

減価償却累計額   7,908 9,743   8,720 9,885   

２) 構築物   1,844     1,815     

減価償却累計額   1,023 821   1,068 747   

３) 機械装置 ※１ 31,005     39,774     

減価償却累計額   20,356 10,648   25,620 14,153   

４) 車輌運搬具   136     140     

減価償却累計額   100 36   104 36   

５) 工具器具備品   1,113     1,163     

減価償却累計額   578 535   656 507   

６) 土地 ※１   1,629     1,629   

７) 建設仮勘定     29     3,986   

有形固定資産合計     23,444 42.1   30,946 46.2 

２ 無形固定資産               

１) ソフトウェア     566     522   

２) 電話加入権     0     0   

３) 水道施設利用権     1,013     919   

４) その他     47     235   

無形固定資産合計     1,629 2.9   1,678 2.5 



  

    
  

  
前事業年度

(平成17年５月31日) 
当事業年度 

(平成18年５月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

３ 投資その他の資産               

１) 投資有価証券 ※１   586     705   

２) 破産債権、再生債権、
更生債権その他これら
に準ずる債権 

    ―     3   

３) 長期前払費用     28     33   

４) 繰延税金資産     834     997   

５) 差入保証金     46     45   

６) その他     43     47   

７) 貸倒引当金     △2     △6   

投資その他の資産合計     1,537 2.8   1,826 2.7 

固定資産合計     26,610 47.8   34,451 51.4 

資産合計     55,689 100.0   67,076 100.0 

(負債の部)               

Ⅰ 流動負債               

 １) 支払手形     2,770     2,901   

 ２) 買掛金     4,626     5,164   

 ３) 一年以内返済予定 
の長期借入金 

※１   102     100   

 ４) 一年以内償還予定 
の転換社債 

    5,446     ―   

 ５) 未払金     4,112     5,580   

 ６) 未払費用     928     1,024   

 ７) 未払法人税等     610     1,418   

 ８) 未払消費税等     ―     54   

 ９) 前受金     71     ―   

 10) 預り金     17     20   

 11) 役員賞与引当金     ―     41   

 12) 設備関係支払手形     530     1,863   

 13) その他     0     6   

流動負債合計     19,217 34.5   18,174 27.1 

Ⅱ 固定負債               

１ 社債     8,852     ―   

２ 長期借入金     ―     350   

３ 退職給付引当金     819     841   

４ 役員退職慰労引当金     87     100   

５ その他     16     ―   

固定負債合計     9,775 17.6   1,292 1.9 

負債合計     28,993 52.1   19,467 29.0 



  

  

  
前事業年度

(平成17年５月31日) 
当事業年度 

(平成18年５月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(資本の部)             

Ⅰ 資本金 ※２   6,322 11.4   ― ― 

Ⅱ 資本剰余金             

１ 資本準備金   6,279     ―   

２ その他資本剰余金             

1)  自己株式処分差益 52 52   ― ―   

資本剰余金合計   6,331 11.4   ― ― 

Ⅲ 利益剰余金             

１ 利益準備金   689     ―   

２ 任意積立金             

1)  別途積立金 5,300 5,300   ― ―   

３ 当期未処分利益   9,523     ―   

利益剰余金合計   15,513 27.8   ― ― 

Ⅳ その他有価証券評価差額金 ※４   93 0.1   ― ― 

Ⅴ 自己株式 ※３   △1,566 △2.8   ― ― 

資本合計   26,695 47.9   ― ― 

負債及び資本合計   55,689 100.0   ― ― 

      



  

  

  
前事業年度

(平成17年５月31日) 
当事業年度 

(平成18年５月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(純資産の部)             

Ⅰ 株主資本             

１ 資本金   ― ―   18,824 28.1 

２ 資本剰余金             

1)  資本準備金 ―     18,778     

資本剰余金合計   ― ―   18,778 28.0 

３ 利益剰余金             

1)  利益準備金 ―     689     

2)  その他利益剰余金             

別途積立金 ―     5,600     

繰越利益剰余金 ―     6,955     

利益剰余金合計   ― ―   13,245 19.8 

４ 自己株式   ― ―   △3,398 △5.1 

株主資本合計   ― ―   47,448 70.8 

Ⅱ 評価・換算差額等             

１ その他有価証券評価 
  差額金 

  ―     160   

評価・換算差額等合計   ― ―   160 0.2 

純資産合計   ― ―   47,609 71.0 

負債純資産合計   ― ―   67,076 100.0 

      



② 【損益計算書】 
  

  
前事業年度

(自 平成16年６月１日 
至 平成17年５月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年６月１日 
至 平成18年５月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

Ⅰ 売上高             

 １) 商品売上高 12,352     10,874     

 ２) 製品売上高 1,891     2,085     

 ３) 加工収入高 ※７ 18,933 33,176 100.0 25,379 38,339 100.0 

Ⅱ 売上原価             

 １) 期首商品棚卸高 9     15     

 ２) 当期商品仕入高 11,355     9,871     

    合計 11,364     9,887     

 ３) 期末商品棚卸高 15     24     

 ４) 当期商品売上原価 11,348     9,862     

 ５) 期首製品棚卸高 184     178     

 ６) 当期製品製造原価 16,352     22,118     

    合計 16,536     22,296     

 ７) 他勘定振替高 ※１ 338     464     

 ８) 期末製品棚卸高 178     137     

 ９) 当期製品売上原価 16,019 27,368 82.5 21,695 31,558 82.3 

   売上総利益   5,808 17.5   6,781 17.7 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※８             

 １) 販売手数料 62     78     

 ２) 運賃梱包費 324     392     

 ３) 広告宣伝費 7     7     

 ４) 旅費交通費 76     80     

 ５) 車輌費 29     30     

 ６) 役員報酬手当 83     88     

 ７) 給料手当 494     510     

 ８) 賞与 220     248     

 ９) 役員賞与引当金繰入額 ―     41     

 10) 法定福利費 98     106     

 11) 厚生費 14     16     

 12) 退職給付費用 37     29     

 13) 役員退職慰労引当金 
   繰入額 

11     13     

 14) 通信費 29     27     

 15) 交際接待費 51     51     

 16) 消耗品費 6     14     

 17) 租税公課 6     56     

 18) 事業税 57     114     

 19) 賃借料 31     33     

 20) 事務費 13     14     

 21) 減価償却費 21     27     

 22) 研究開発費 ―     218     

 23) 雑費 125 1,804 5.4 153 2,355 6.2 

営業利益   4,003 12.1   4,426 11.5 



  

  

    

前事業年度 

(自 平成16年６月１日 

至 平成17年５月31日) 

当事業年度 

(自 平成17年６月１日 

至 平成18年５月31日) 

区分 
注記 

番号 
金額(百万円) 

百分比

(％) 
金額(百万円) 

百分比

(％) 

Ⅳ 営業外収益               

 １) 受取利息   12     2     

 ２) 有価証券利息   0     ―     

 ３) 受取配当金   7     7     

 ４) 為替差益   ―     55     

 ５) 受取補償金   15     ―     

 ６) 雑収入   16 53 0.1 43 109 0.3 

Ⅴ 営業外費用               

 １) 支払利息   3     1     

 ２) 社債利息   91     15     

 ３) 貸倒引当金繰入額    ―     3     

 ４) 新株発行費   ―     96     

 ５) 為替差損   0     ―     

 ６) 賃借料   29     ―     

 ７) 社債償還手数料   28     0     

 ８) 転換請求受理料   ―     56     

 ９) リース解約損   ―     32     

 10) 雑損失   20 175 0.5 68 275 0.7 

   経常利益     3,881 11.7   4,259 11.1 

Ⅵ 特別利益               

 １) 前期損益修正益 ※５ ―     21     

 ２) 固定資産売却益 ※２ 1     4     

 ３) 貸倒引当金戻入額   30     13     

 ４) 国庫補助金収入   ― 32 0.1 37 76 0.2 

Ⅶ 特別損失               

 １) 固定資産除売却損 ※３ 398     147     

 ２) 減損損失 ※６ ―     116     

  ３) 固定資産圧縮損   ―     34     

４) 投資有価証券評価損   ―     2     

  ５) 電話加入権評価損   7     ―     

６) ゴルフ会員権評価損 ※４ 0     ―     

７) その他   ― 406 1.2 15 316 0.8 

税引前当期純利益     3,506 10.6   4,019 10.5 

法人税、住民税 
及び事業税 

  1,386     2,060     

法人税等調整額   △24 1,361 4.1 △400 1,659 4.3 

当期純利益     2,145 6.5   2,360 6.2 

前期繰越利益     7,378     ―   

当期未処分利益     9,523     ―   

                



製造原価明細書 

  

  

  

  
前事業年度

(自 平成16年６月１日 
至 平成17年５月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年６月１日 
至 平成18年５月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比 
(％) 

Ⅰ 材料費   3,098 17.5 3,795 16.9 

Ⅱ 労務費   3,655 20.6 3,905 17.4 

Ⅲ 経費 ※１ 10,954 61.9 14,723 65.7 

当期総製造費用   17,709 100.0 22,424 100.0 

期首仕掛品棚卸高   477   886   

他勘定受入高 ※２ 335   461   

合計   18,521   23,772   

期末仕掛品棚卸高   886   618   

他勘定振替高 ※３ 1,283   1,035   

当期製品製造原価   16,352   22,118   

(注) 

※１ 主な内訳は次のとおりであります。 

項目 前事業年度 

外注費(百万円) 3,017 

電力料(百万円) 759 

減価償却費(百万円) 3,915 

(注) 

※１ 主な内訳は次のとおりであります。 

項目 当事業年度 

外注費(百万円) 2,622 

電力料(百万円) 928 

減価償却費(百万円) 6,936 

※２ 他勘定受入高は、製品の再加工のための製造工

程への戻し品原価であります。 

※２  同左 

※３ 他勘定振替高は、有形固定資産に振替えたもの

であります。 

※３  他勘定振替高は、有形固定資産及び販売費及び

一般管理費に振替えたものであります。 

４ 原価計算方法は、次のとおりであります。 

(1) 半導体事業部………………実際組別総合原

価計算 

(2) エンジニアリング事業部…個別原価計算 

エンジニアリング事業部における加工費

の一部は、時間当りの予定率を採用して

おります。 

この結果生ずる原価差額は、原則とし

て、売上原価と棚卸資産とに調整配賦し

ております。 

４ 原価計算方法は、次のとおりであります。 

(1) 同左 

  

(2) 同左 



③ 【利益処分計算書及び株主資本等変動計算書】 

（利益処分計算書） 
  

  

（株主資本等変動計算書） 

当事業年度(自 平成17年６月１日 至 平成18年５月31日) 
  

期別 
(株主総会承認年月日) 

  
前事業年度

(平成17年８月30日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)

Ⅰ 当期未処分利益     9,523 

Ⅱ 利益処分額       

１ 配当金   343   

２ 取締役賞与金   36   

３ 任意積立金       

(1) 別途積立金   300 679 

Ⅲ 次期繰越利益     8,844 

項目 

株主資本
評価・換

算差額等 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 

株主 

資本 

合計 

その他 

有価証 

券評価 

差額金 

資本 

準備金 

その他 

資本 

剰余金 

利益 

準備金 

その他利益剰余金 

別途 

積立金 

繰越利益 

剰余金 

前期末残高（百万円） 6,322 6,279 52 689 5,300 9,523 △1,566 26,601 93 

当期変動額                   

第三者割当による新株の

発行 
5,355 5,355           10,710   

新株予約権付社債の新株

予約権の行使による新株

の発行 
4,425 4,425           8,851   

転換社債の株式への転換

による新株の発行 
2,720 2,718           5,438   

別途積立金の積立         300 △300   ―   

剰余金の配当           △343   △343   

役員賞与の支給           △36   △36   

当期純利益           2,360   2,360   

旧商法第210条に基づく

自己株式の取得 
            △3,399 △3,399   

旧商法第211条ノ3第1項

第2号に基づく自己株式

の取得 
            △2,712 △2,712   

単元未満株式の買取によ

る自己株式の取得 
            △20 △20   

自己株式の消却     △52     △4,248 4,300 ―   

株主資本以外の項目の当

期変動額（純額） 
                66 

当期変動額合計（百万円） 12,501 12,498 △52 ― 300 △2,568 △1,832 20,847 66 

当期末残高（百万円） 18,824 18,778 ― 689 5,600 6,955 △3,398 47,448 160 



④ 【キャッシュ・フロー計算書】 
  

  

   
前事業年度

(自 平成16年６月１日 
至 平成17年５月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年６月１日 
至 平成18年５月31日) 

区分 
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー       

１ 税引前当期純利益   3,506 4,019 

２ 減価償却費   3,937 6,963 

３ 減損損失   ― 116 

４ 貸倒引当金の減少額   △29 △9 

５ 役員賞与引当金の増加額   ― 41 

６ 退職給付引当金の増加額   53 22 

７ 役員退職慰労引当金の増加額   11 13 

８ 受取利息及び受取配当金   △20 △10 

９ 支払利息   95 17 

10 為替差益   △1 △0 

11 有形固定資産売却益   △1 △4 

12 有形固定資産売却損   1 0 

13 有形固定資産除却損   384 89 

14 無形固定資産除却損   ― 37 

15 売上債権の増加額   △1,609 △2,559 

16 たな卸資産の減少額(△増加額)   △511 270 

17 仕入債務の増加額   290 669 

18 役員賞与の支払額   △24 △36 

19 その他   △75 545 

小計   6,006 10,187 

20 利息及び配当金の受取額   24 10 

21 利息の支払額   △95 △17 

22 法人税等の支払額   △1,985 △1,281 

営業活動によるキャッシュ・フロー   3,949 8,899 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー       

１ 定期預金の預入による支出   △3,106 △2,806 

２ 定期預金の払戻による収入   7,916 2,906 

３ 有形固定資産の取得による支出   △9,975 △11,620 

４ 有形固定資産の売却による収入   1,593 271 

５ 無形固定資産の取得による支出   △460 △338 

６ 投資有価証券の取得による支出   △8 △8 

７ その他   11 △49 

投資活動によるキャッシュ・フロー   △4,029 △11,645 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー       

１ 長期借入による収入   ― 500 

２ 長期借入金の返済による支出   △159 △152 

３ 社債償還による支出   △9,573 △8 

４ 株式の発行による収入   ― 10,613 

５ 自己株式の取得による支出   △2 △6,141 

６ 配当金の支払額   △291 △343 

７ その他   △28 △86 

財務活動によるキャッシュ・フロー   △10,055 4,382 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額   0 0 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額(△減少額)   △10,133 1,637 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高   22,267 12,133 

Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高   12,133 13,770 

        



重要な会計方針 

  

  

項目 
前事業年度

(自 平成16年６月１日 
至 平成17年５月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年６月１日 
至 平成18年５月31日) 

１ 有価証券の評価基準及び

評価方法 

その他有価証券 

時価のあるもの 

期末日の市場価格等に基づく時価

法によっております。 

(評価差額は、全部資本直入法に

より処理し、売却原価は、移動平

均法により算定しております。) 

その他有価証券 

時価のあるもの 

期末日の市場価格等に基づく時価

法によっております。 

(評価差額は、全部純資産直入法

により処理し、売却原価は、移動

平均法により算定しておりま

す。) 

  時価のないもの 

移動平均法による原価法によって

おります。 

時価のないもの 

同左 

２ たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

商品、原材料、貯蔵品ならびに半導体

事業部の製品及び仕掛品は、月別総平

均法に基づく原価法によっておりま

す。また、エンジニアリング事業部の

仕掛品は、個別法に基づく原価法によ

っております。 

同左 

３ 固定資産の減価償却の方

法 

(1) 有形固定資産 

定率法を採用しております。 

ただし、平成10年４月１日以降に

取得した建物(建物附属設備は除

く)については、定額法を採用し

ております。 

なお、主な耐用年数は次のとおり

であります。 

建物 ８～50年

機械装置 ４～10年

(1) 有形固定資産 

同左 

  

    （耐用年数の変更） 

当社は、近年における半導体産業の急

速な技術革新に対応するため、半導体

材料加工部門の機械装置の耐用年数を

７年から５年に、また、一部の最先端

加工関連機械装置の耐用年数を７年か

ら４年に変更しております。 

この変更に伴い、従来と同一の耐用年

数によった場合に比べ、減価償却費が

1,160百万円増加し、営業利益、経常

利益及び税引前当期純利益がそれぞれ

1,150百万円減少しております。 

  (2) 無形固定資産 

自社利用のソフトウェア 

社内における利用可能期間(５

年)に基づく定額法を採用して

おります。 

(2) 無形固定資産 

自社利用のソフトウェア 

同左 

  その他の無形固定資産 

定額法を採用しております。 

その他の無形固定資産 

同左 

４ 繰延資産の処理方法 ――――― 新株発行費は、支出時に全額費用とし

て処理しております。 



  

  

項目 
前事業年度

(自 平成16年６月１日 
至 平成17年５月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年６月１日 
至 平成18年５月31日) 

５ 外貨建の資産及び負債の

本邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、期末日の直物

為替相場により円貨に換算し、換算差

額は損益として処理しております。 

同左 

６ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備える

ため、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可能

性を検討し、回収不能見込額を計

上しております。 

(1) 貸倒引当金 

同左 

  (2)     ――――― 

  

(2) 役員賞与引当金 

役員に対する賞与の支払に備え

て、役員賞与支給見込額のうち当

事業年度負担額を計上しておりま

す。 

  (3) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、

当期末における退職給付債務及び

年金資産の見込額に基づき、当期

末に発生していると認められる額

を計上しております。 

数理計算上の差異は、発生年度に

一括処理しております。 

(3) 退職給付引当金 

同左 

  (4) 役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支出に備える

ため、内規に基づく期末要支給額

を計上しております。 

(4) 役員退職慰労引当金 

同左 

７ リース取引の処理方法 リース物件の所有権が、借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。 

同左 

８ キャッシュ・フロー計算

書における資金の範囲 

手許現金、要求払預金及び取得日から

３ヶ月以内に満期日の到来する流動性

の高い、容易に換金可能であり、か

つ、価値の変動について僅少なリスク

しか負わない短期的な投資からなって

おります。 

同左 

９ その他財務諸表作成のた

めの重要な事項 

消費税等の会計処理の方法 

消費税及び地方消費税の会計処理は、

税抜方式によっております。 

同左 



会計処理方法の変更 

  

  

追加情報 

  

  

前事業年度 
(自 平成16年６月１日 
至 平成17年５月31日) 

当事業年度
(自 平成17年６月１日 
至 平成18年５月31日) 

――――― （固定資産の減損に係る会計基準） 

当事業年度より固定資産の減損に係る会計基準（「固定

資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」(企

業会計審議会 平成14年８月９日)) 及び「固定資産の

減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指

針第６号 平成15年10月31日）を適用しております。 

これにより税引前当期純利益が116百万円減少しており

ます。 

なお、減損損失累計額については、各資産の金額から直

接控除しております。 

――――― （役員賞与に関する会計基準） 

役員賞与については、従来利益処分により株主総会の

決議を経て利益剰余金の減少としておりましたが、当

事業年度より「役員賞与に関する会計基準」（企業会

計基準第４号 平成17年11月29日）に基づき、発生時

に費用処理しております。 

この変更に伴い、従来の方法に比べ、営業利益、経常利

益及び税引前当期純利益がそれぞれ41百万円減少してお

ります。 

――――― （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準） 

当事業年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準」（企業会計基準第５号 平成17年12月９

日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計

基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号 平成

17年12月９日）を適用しております。 

なお、従来の資本の部の合計に相当する金額は47,609百

万円であります。 

前事業年度 
(自 平成16年６月１日 
至 平成17年５月31日) 

当事業年度
(自 平成17年６月１日 
至 平成18年５月31日) 

「地方税法等の一部を改正する法律」（平成15年法律第

９号）が平成15年３月31日に公布され、平成16年４月１

日以後に開始する事業年度より外形標準課税制度が導入

されたことに伴い、当事業年度から「法人事業税におけ

る外形標準課税部分の損益計算書上の表示についての実

務上の取扱い」（平成16年２月13日 企業会計基準委員

会 実務対応報告第12号）に従い、法人事業税の付加価

値割及び資本割については、販売費及び一般管理費に計

上しております。 

この結果、販売費及び一般管理費が57百万円増加し、営

業利益、経常利益及び税引前当期純利益が57百万円減少

しております。 

――――― 



注記事項 

(貸借対照表関係) 

  

  

前事業年度 
(平成17年５月31日) 

当事業年度
(平成18年５月31日) 

※１ 

(1) 下記有形固定資産につき、一年以内返済予定の長

期借入金102百万円の担保に供しております。 

工場財団 

建物 9,730百万円(帳簿価額) 

機械装置 10,648   

土地 308   

計 20,687   

※１ 投資その他の資産のうち、投資有価証券41百万円

を営業保証の担保に提供しております。 

  

  

(2) 投資その他の資産のうち、投資有価証券30百万円

を営業保証の担保に提供しております。 

  

※２ 授権株式数  （普通株式）  47,000,000株 

発行済株式総数（普通株式） 21,533,779株 

※２        ――――― 

※３ 自己株式 

当社が保有する自己株式の数は、普通株式

1,302,651株であります。 

※３        ――――― 

※４ 配当制限 

有価証券の時価評価により、純資産額が93百万円

増加しております。 

なお、当該金額は商法施行規則第124条第３号の

規定により、配当に充当することが制限されてお

ります。 

※４        ――――― 

※５        ――――― ※５ 関係会社に対する資産 

売掛金   6,921百万円 

※６        ――――― ※６ 国庫補助金による固定資産圧縮記帳額 

建物      34百万円 



(損益計算書関係) 

  

  

前事業年度 
(自 平成16年６月１日 
至 平成17年５月31日) 

当事業年度
(自 平成17年６月１日 
至 平成18年５月31日) 

※１ 他勘定振替高の内訳は次のとおりであります。 

再加工のための 
振替高 

335百万円

販売費及び 
一般管理費 

3 

計 338 

※１ 他勘定振替高の内訳は次のとおりであります。 

再加工のための
振替高 

461百万円 

販売費及び
一般管理費 

2 

計 464 

※２ 固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。 

項目 金額(百万円) 

 機械装置 1 

 工具器具備品 0 

計 1 

※２ 固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。 

項目 金額(百万円) 

 機械装置 4 

※３ 固定資産除売却損の内訳は次のとおりでありま

す。 

項目 金額(百万円) 

除却損   

 建物 23 

 構築物 0 

 機械装置 370 

 車輌運搬具 0 

 工具器具備品 2 

売却損   

 車輌運搬具 1 

計 398 

※３ 固定資産除売却損の内訳は次のとおりでありま

す。 

項目 金額(百万円) 

除却損   

 建物 56 

 構築物 26 

 機械装置 24 

 車輌運搬具 0 

 工具器具備品 2 

 ソフトウェア 37 

売却損   

 車輌運搬具 0 

 工具器具備品 0 

計 147 

※４ ゴルフ会員権評価損には、貸倒引当金繰入額0百

万円を含めて表示しております。 

※４        ――――― 

※５        ――――― ※５ 前期損益修正益は税務否認に伴う受入益でありま

す。 

※６        ――――― ※６ 減損損失 

当社は、事業用資産について管理会計上の区分を

基礎としてグルーピングを行っております。 

当事業年度においては、以下の資産グループにつ

いて減損損失を計上しております。 

当該資産は現在遊休状態であり、また将来の用途

が定まっていないため、帳簿価額を回収可能価額

まで減額し、当期減少額を減損損失（機械装置

116百万円、工具器具備品0百万円）として特別損

失に計上しております。なお、当該資産の回収可

能価額は、正味売却価額であり、その評価額は主

として残存価額としております。 

場所 用途 種類 

 半導体事業部  生産用設備  機械装置 

 上郊工場    工具器具備品 

 (群馬県高崎市)     

※７        ――――― ※７ 関係会社に対する売上高 

売上高   15,451百万円 

※８        ――――― ※８ 一般管理費に含まれる研究開発費は、218百万円

であります。 



(株主資本等変動計算書関係) 

当事業年度(自 平成17年６月１日  至 平成18年５月31日) 

１ 発行済株式に関する事項 

  

(注) １ 当期増加の概要 

  第三者割当による新株の発行               7,000,000株 

  新株予約権付社債の新株予約権の行使による新株の発行   6,276,764株 

  転換社債の株式への転換による新株の発行         3,706,473株 

２ 当期減少の概要 

  自己株式の消却                     3,019,833株 

  

２ 自己株式に関する事項 

  

(注) １ 当期増加の概要 

  旧商法第210条に基づく自己株式の取得           1,999,600株 

  旧商法第211条ノ３第１項第２号に基づく自己株式の取得   1,717,100株 

  単元未満株式の買取による自己株式の取得           9,384株 

２ 当期減少の概要 

  自己株式の消却                     3,019,833株 

  

３ 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

平成17年８月30日の定時株主総会において、次のとおり決議しております。 

  

(2) 基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの 

平成18年８月30日開催の定時株主総会において、次のとおり決議しております。 

  

株式の種類 前事業年度末 当期増加株式数 当期減少株式数 当事業年度末 

普通株式 21,533,779株 16,983,237株 3,019,833株 35,497,183株 

株式の種類 前事業年度末 当期増加株式数 当期減少株式数 当事業年度末 

普通株式 1,302,651株 3,726,084株 3,019,833株 2,008,902株 

配当金の総額 343百万円 

１株当たり配当額 17円 

基準日 平成17年５月31日 

効力発生日 平成17年８月31日 

配当金の総額 569百万円 

配当の原資 利益剰余金 

１株当たり配当額 17円 

基準日 平成18年５月31日 

効力発生日 平成18年８月31日 



(キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

  

前事業年度 
(自 平成16年６月１日 
至 平成17年５月31日) 

当事業年度
(自 平成17年６月１日 
至 平成18年５月31日) 

１ 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係 

  

現金及び預金勘定 13,636百万円

有価証券勘定 ― 

計 13,636 

預入期間が３ヶ月を超える 
定期預金 

△1,503 

現金及び現金同等物 12,133 

１ 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係 

  

現金及び預金勘定 15,173百万円

有価証券勘定 ― 

計 15,173 

預入期間が３ヶ月を超える
定期預金 

△1,403 

現金及び現金同等物 13,770 

２ 重要な非資金取引 

(1)新株予約権付社債に付された新株予約権の行使 

(2)転換社債の転換 

  

新株予約権の行使による 
資本金増加額 

374百万円

新株予約権の行使による 
資本準備金増加額 

374 

新株予約権の行使による 
その他資本剰余金増加額 

40 

新株予約権の行使による 
自己株式減少額 

224 

新株予約権の行使による 
新株予約権付社債減少額 

1,014 

転換社債の転換による 
資本金増加額 

22百万円

転換社債の転換による 
資本準備金増加額 

21 

転換社債の転換による 
その他資本剰余金増加額 

1 

転換社債の転換による 
自己株式減少額 

8 

転換社債の転換による 
転換社債減少額 

53 

２ 重要な非資金取引 

(1)新株予約権付社債に付された新株予約権の行使 

(2)転換社債の転換 

(3)自己株式の消却 

新株予約権の行使による
資本金増加額 

4,425百万円

新株予約権の行使による
資本準備金増加額 

4,425 

新株予約権の行使による
新株予約権付社債減少額 

8,851 

  

  

転換社債の転換による
資本金増加額 

2,720百万円

転換社債の転換による
資本準備金増加額 

2,718 

転換社債の転換による
転換社債減少額 

5,438 

  

  

自己株式の消却による
資本剰余金減少額 

52百万円

自己株式の消却による
利益剰余金減少額 

4,248 

自己株式の消却による
自己株式減少額 

4,300 



(リース取引関係) 

  

  

前事業年度 
(自 平成16年６月１日 
至 平成17年５月31日) 

当事業年度
(自 平成17年６月１日 
至 平成18年５月31日) 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

取得価額相当額は、従来、重要性の基準により「支

払利子込み法」で算定しておりましたが、重要性が

増したため、当期より原則的方法により算定してお

ります。 

    機械装置   工具器具備品   合計 

取得価額 
相当額 

  5,955百万円  128百万円  6,084百万円

減価償却 
累計額相当額 

  649   76  725 

期末残高 
相当額 

  5,306   52  5,358 

  機械装置  工具器具備品   合計 

取得価額

相当額 
 5,451百万円 143百万円 5,594百万円

減価償却

累計額相当額
 1,277  90  1,368 

期末残高

相当額 
 4,173  52  4,226 

② 未経過リース料期末残高相当額 

未経過リース料期末残高相当額は、従来、重要性の

基準により「支払利子込み法」で算定しておりまし

たが、重要性が増したため、当期より原則的方法に

より算定しております。 

１年以内 914百万円

１年超 4,467 

合計 5,381 

② 未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 3,313百万円

１年超 185 

合計 3,498 

③ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額 

支払リース料 408百万円

減価償却費相当額 365 

支払利息相当額 47 

③ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額 

支払リース料 920百万円

減価償却費相当額 817 

支払利息相当額 102 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 

⑤ 利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額相当額の差額

を利息相当額とし、各期への配分方法については、

利息法によっております。 

⑤ 利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額相当額の差額

を利息相当額とし、各期への配分方法については、

利息法によっております。 



(有価証券関係) 

前事業年度(平成17年５月31日現在) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

  

２ 当事業年度中に売却したその他有価証券 

  

該当事項はありません。 

  

３ 時価評価されていない主な有価証券 

  

  

４ その他有価証券のうち満期があるものの今後の償還予定額 

  

該当事項はありません。 

  

区分 
取得原価
(百万円) 

貸借対照表計上額
(百万円) 

差額 
(百万円) 

貸借対照表計上額が 
取得原価を超えるもの 

① 株式 213 372 159 

② 債券       

   社債 ― ― ― 

③ その他 ― ― ― 

小計 213 372 159 

貸借対照表計上額が 
取得原価を超えないもの 

① 株式 4 2 △1 

② 債券       

   社債 ― ― ― 

③ その他 ― ― ― 

小計 4 2 △1 

合計 218 375 157 

区分 
貸借対照表計上額
(百万円) 

その他有価証券   

 非上場株式 211 

計 211 



当事業年度(平成18年５月31日現在) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

  

２ 当事業年度中に売却したその他有価証券 

  

該当事項はありません。 

  

３ 時価評価されていない主な有価証券 

  

  

４ その他有価証券のうち満期があるものの今後の償還予定額 

  

該当事項はありません。 

  

区分 
取得原価
(百万円) 

貸借対照表計上額
(百万円) 

差額 
(百万円) 

貸借対照表計上額が 
取得原価を超えるもの 

① 株式 219 489 269 

② 債券       

   社債 ― ― ― 

③ その他 ― ― ― 

小計 219 489 269 

貸借対照表計上額が 
取得原価を超えないもの 

① 株式 4 4 △0 

② 債券       

   社債 ― ― ― 

③ その他 ― ― ― 

小計 4 4 △0 

合計 224 494 269 

区分 
貸借対照表計上額
(百万円) 

その他有価証券   

 非上場株式 211 

計 211 



(デリバティブ取引関係) 

前事業年度(自 平成16年６月１日 至 平成17年５月31日) 

当社は、デリバティブ取引を全く利用しておりませんので該当事項はありません。 

当事業年度(自 平成17年６月１日 至 平成18年５月31日) 

当社は、デリバティブ取引を全く利用しておりませんので該当事項はありません。 

  

(退職給付関係) 

  

  

前事業年度 
(自 平成16年６月１日 
至 平成17年５月31日) 

当事業年度
(自 平成17年６月１日 
至 平成18年５月31日) 

１ 採用している退職給付制度の概要 

当社は、確定給付型の制度として、適格退職年金制

度を設けております。 

１ 採用している退職給付制度の概要 

当社は、確定給付型の制度として、適格退職年金制

度を設けております。 

２ 退職給付債務に関する事項 

退職給付債務 1,679百万円

年金資産 860 

退職給付引当金 819 

２ 退職給付債務に関する事項 

退職給付債務 1,866百万円

年金資産 1,025 

退職給付引当金 841 

３ 退職給付費用に関する事項 

勤務費用 111百万円

利息費用 32 

期待運用収益 △19 

数理計算上の差異の処理額 27 

退職給付費用 151 

３ 退職給付費用に関する事項 

勤務費用 118百万円

利息費用 31 

期待運用収益 △21 

数理計算上の差異の処理額 △6 

退職給付費用 122 

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

退職給付見込額の期間按分 
方法 

期間定額基準 

割引率 1.9％ 

期待運用収益率 2.5％ 

数理計算上の差異の 
処理年数 

発生年度で一括処理

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

退職給付見込額の期間按分
方法 

期間定額基準 

割引率 1.8％ 

期待運用収益率 2.5％ 

数理計算上の差異の
処理年数 

発生年度で一括処理 



(税効果会計関係) 

  

  

(持分法損益等) 

  

  

前事業年度 
(自 平成16年６月１日 
至 平成17年５月31日) 

当事業年度
(自 平成17年６月１日 
至 平成18年５月31日) 

１ 繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳 

 (1) 流動資産の部 

繰延税金資産  

 未払賞与否認 211百万円

 未払事業税否認 50 

 その他 74 

繰延税金資産合計 336 

繰延税金負債 0 

繰延税金資産の純額 335 

１ 繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳 

 (1) 流動資産の部 

繰延税金資産  

 未払賞与否認 248百万円

 未払事業税否認 120 

 その他 163 

繰延税金資産合計 532 

繰延税金負債 4 

繰延税金資産の純額 528 

 (2) 固定資産の部 

繰延税金資産  

 退職給付引当金繰入限度超過額 322百万円

 減価償却費限度超過額 64 

 固定資産除却損否認 383 

 投資有価証券評価損否認 51 

 役員退職慰労引当金繰入額否認 35 

 その他 40 

繰延税金資産合計 898 

繰延税金負債  

 その他有価証券評価差額金 63 

繰延税金資産の純額 834 

 (2) 固定資産の部 

繰延税金資産  

 退職給付引当金繰入限度超過額 340百万円

 減価償却費限度超過額 256 

 固定資産除却損否認 242 

 その他 266 

繰延税金資産合計 1,106 

繰延税金負債  

 その他有価証券評価差額金 108 

繰延税金資産の純額 997 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

法定実効税率と当該負担率との差異は、法定実効

税率の百分の五以下であるため注記を省略してお

ります。 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

法定実効税率と当該負担率との差異は、法定実効

税率の百分の五以下であるため注記を省略してお

ります。 

前事業年度 
(自 平成16年６月１日 
至 平成17年５月31日) 

当事業年度
(自 平成17年６月１日 
至 平成18年５月31日) 

 該当事項はありません。 該当事項はありません。 



【関連当事者との取引】 

前事業年度(自 平成16年６月１日 至 平成17年５月31日) 

該当事項はありません。 

  

当事業年度(自 平成17年６月１日 至 平成18年５月31日) 

１ 親会社及び法人主要株主等 

(注) １ 取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

２ 取引条件及び取引条件の決定方針等 

  加工料等については、市場価格を勘案して一般的取引条件と同様に決定しております。 

３ 信越化学工業株式会社は、平成17年８月に当社の法人主要株主となりましたので、取引金額については、同月以降の金額

を記載しております。 

  

２ 兄弟会社等 

(注) １ 取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

２ 取引条件及び取引条件の決定方針等 

  当社製商品の販売については、市場価格を勘案して一般的取引条件と同様に決定しております。 

３ 信越半導体株式会社は、平成17年８月に信越化学工業株式会社が当社の法人主要株主となったことに伴い、関連当事者と

なっております。取引金額については、同月以降の金額を記載しております 

  

属性 
会社等
の名称 

住所 
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内
容又は職
業 

議決権等
の所有
(被所有)
割合(%) 

関係内容 

取引の
内容 

取引金額
(百万円)

科目 
期末残高
(百万円)

役員
の兼
任等 

事業上
の関係 

その他
の関係
会社 

信越化学
工業株式
会社 

東京都 
千代田
区 

119,419

各種化学
製品の製
造及び販
売 

(被所有)
直接41.0 
間接 1.1 

－

半導体
シリコ
ンウェ
ハー加
工の受
託等 

加工料
等の売
上 

15,451 売掛金 6,921 

属性 
会社等
の名称 

住所 
資本金又 
は出資金 
(百万円) 

事業の内
容又は職
業 

議決権
等の所
有(被所
有)割合
(%) 

関係内容 

取引の
内容 

取引金額
(百万円)

科目 
期末残高
(百万円)

役員
の兼
任等 

事業上
の関係 

その他
の関係
会社の
子会社 

信越半導
体株式会
社 

東京都 
千代田
区 

10,000

半導体シ
リコンの
製造及び
販売 

(被所
有) 
直接 
1.1 

－
製商品
の販売
等 

製商品
の販売 

4,078 売掛金 3,081 



(ストック・オプション、自社株式オプション又は自社の株式の付与又は交付関係) 

  

該当事項はありません。 

  

(ストック・オプション関係) 

  

該当事項はありません。 

  

(自社株式オプション及び自社の株式を対価とする取引関係) 

  

該当事項はありません。 

  



(１株当たり情報) 

  

(注) 算定上の基礎 

１ １株当たり純資産額 
  

  

２ １株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益 
  

  
  

前事業年度 
(自 平成16年６月１日 
至 平成17年５月31日) 

当事業年度
(自 平成17年６月１日 
至 平成18年５月31日) 

１株当たり純資産額 1,317.75円

１株当たり当期純利益 107.48円

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

67.96円

１株当たり純資産額 1,421.67円

１株当たり当期純利益 84.81円

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益 

72.84円

項目 
前事業年度末 

(平成17年５月31日) 

当事業年度末 

(平成18年５月31日) 

純資産 ― 47,609百万円 

普通株主に帰属しない金額 ― ― 百万円 

普通株式に係る期末の純資産額 ― 47,609百万円 

普通株式の発行済株式数 ― 35,497千株 

普通株式の自己株式数 ― 2,008千株 

１株当たり純資産の算定に用いられた普通株

式の数 
― 33,488千株 

項目 
前事業年度

(自 平成16年６月１日 
至 平成17年５月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年６月１日 
至 平成18年５月31日) 

１株当たり当期純利益     

当期純利益 2,145百万円 2,360百万円 

普通株主に帰属しない金額 36百万円 ― 百万円 

（うち利益処分による役員賞与金） （ 36百万円） （   ― 百万円） 

普通株式に係る当期純利益 2,109百万円 2,360百万円 

普通株式の期中平均株式数 19,626千株 27,826千株 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益     

当期純利益調整額 84百万円 58百万円 

（うち支払利息（税額相当額控除後）） （ 54百万円） （  9百万円） 

（うちその他（税額相当額控除後）） （ 29百万円） （ 48百万円） 

普通株式増加数 12,650千株 5,372千株 

（うち商法等改正整備法第19条第２項の規

定により新株予約権付社債とみなされる転

換社債） 

（ 6,407千株） （ 2,260千株） 

（うち新株予約権付社債） （ 6,242千株） （ 3,111千株） 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１

株当たり当期純利益の算定に含めなかった潜在

株式の概要 

―――― ―――― 



(重要な後発事象) 

  

  

  

前事業年度 
(自 平成16年６月１日 
至 平成17年５月31日) 

当事業年度
(自 平成17年６月１日 
至 平成18年５月31日) 

１ 平成17年7月19日開催の当社取締役会において、第

三者割当による新株式発行及び自己株式の取得に関

し、次のとおり決議いたしました。 

 (1) 第三者割当による新株式の発行 

発行新株式数    普通株式7,000,000株 

発行価額      １株につき金1,530円 

発行価額の総額   10,710百万円 

資本組入額     １株につき金765円 

資本組入額の総額  5,355百万円 

申込期日      平成17年８月４日 

払込期日      平成17年８月４日 

配当起算日     平成17年６月１日 

資金使途      設備資金並びに運転資金 

割当先及び割当株数 信越化学工業株式会社 

             7,000,000株  

なお、これに基づいて新株式を発行いたしまし

た。 

 (2) 商法第211条ノ３第１項第２号に規定する自己株

式の取得 

取得する株式の種類  普通株式 

取得する株式の総数  2,000,000株 

取得価額の総額    3,300百万円 

株式取得の期間    平成17年８月５日から 

           平成17年８月29日まで 

なお、これに基づいて次のとおり当社普通株式を

取得いたしました。 

  

  
２ 平成17年８月30日開催の定時株主総会において、商

法第210条の規定に基づき、本定時株主総会終結の

時から次期定時株主総会終結の時までに、当社普通

株式を、株式の総数2,000,000株、取得価額の総額

3,400百万円を限度として取得することを決議いた

しました。 

①取得の方法 信託方式による市場買

付 

取得した株式の 

総数 
489,500株 

取得価額の総額 766百万円 

買付期間 平成17年８月５日から 

  平成17年８月24日まで 

②取得の方法 東京証券取引所の

ToSTNeT-2による買付 

取得した株式の 

総数 
1,227,600株 

取得価額 1,945百万円 

取得日 平成17年８月26日 

――――― 



⑤ 【附属明細表】 

 【有価証券明細表】 

【株式】 

  

  

銘柄 株式数(株) 貸借対照表計上額 
(百万円) 

投資有価 
証券 

その他有
価証券 

㈱みずほフィナンシャルグループ
第11回第11種優先株式 

200 200

㈱群馬銀行 145,453 121

三井トラスト・ホールディングス㈱ 55,550 74

㈱小野測器 56,300 51

㈱みずほフィナンシャルグループ 38 35

㈱三井住友フィナンシャルグループ 26 29

㈱チノー 74,202 27

㈱アルバック 5,691 27

㈱日立製作所 34,920 26

太陽誘電㈱ 13,967 20

その他（14銘柄） 146,019 90

計 532,369 705



 【有形固定資産等明細表】 

  

(注) １ 当期減少額のうち（ ）内は内書きで減損損失の計上額であります。 

２ 当期増加額の主なものは次のとおりであります。 

３ 建設仮勘定の当期増加額は主として上郊工場増改築及び機械装置の取得であります。また、当期減少額は該当する各科目

への振替えであります。 

４ 当期償却額の内訳は、次のとおりであります。 

  

資産の種類 
前期末残高 
(百万円) 

当期増加額 
(百万円) 

当期減少額
(百万円) 

当期末残高
(百万円) 

当期末減価
償却累計額
又は償却累
計額 
(百万円) 

当期償却額 
(百万円) 

差引当期末
残高 
(百万円) 

有形固定資産           

 建物 17,652 1,107 153 18,605 8,720 918 9,885

 構築物 1,844 22 51 1,815 1,068 70 747

 機械装置 31,005 9,269 
500

(116)
39,774 25,620 5,621 14,153

 車輌運搬具 136 14 11 140 104 14 36

 工具器具備品 1,113 81 
31

(0)
1,163 656 107 507

 土地 1,629 ― ― 1,629 ― ― 1,629

 建設仮勘定 29 10,799 6,842 3,986 ― ― 3,986

有形固定資産計 53,411 21,295 
7,591

(116)
67,116 36,169 6,731 30,946

無形固定資産           

 ソフトウェア 653 131 95 689 166 138 522

 電話加入権 0 ― ― 0 ― ― 0

 水道施設利用権 1,409 ― ― 1,409 489 93 919

 その他 48 348 160 236 0 0 235

無形固定資産計 2,112 479 256 2,335 657 232 1,678

長期前払費用 28 11 6 33 ― ― 33

繰延資産 ― ― ― ― ― ― ―

繰延資産計 ― ― ― ― ― ― ―

建物 上郊工場 ユーティリティ設備 873百万円

機械装置 上郊工場 研磨加工設備 3,654 

    研磨前処理設備 469 

    検査設備 2,959 

    洗浄設備 765 

    純水設備 523 

製造費用 6,936百万円

販売費及び一般管理費 27 

計 6,963 



 【社債明細表】 

  

(注) １ 130％コールオプション条項付第５回無担保転換社債型新株予約権付社債（転換社債型新株予約権付社債間限定同順位特

約付）は、平成17年12月12日開催の取締役会決議により、平成18年１月16日に全額繰上償還しております。 

２ 転換社債の転換の条件等は、次のとおりであります。 
  

  
３ 新株予約権付社債の新株予約権行使の条件等は、次のとおりであります。 

  

(注) 本新株予約権付社債の社債権者が本新株予約権を行使したときは本社債の全額の償還に代えて当該本新株予約権の行

使に際して払込をなすべき額の全額の払込とする請求があったものとみなします。 

  

銘柄 発行年月日 
前期末残高
(百万円) 

当期末残高
(百万円) 

利率
(％) 

担保 償還期限

第４回無担保転換社債 
(転換価額下方修正条項および転
換社債間限定同順位特約付) 

平成11年 
３月31日 

5,446 ― 年0.8 無担保社債 
平成18年
５月31日 

130％コールオプション条項付第
５回無担保転換社債型 
新株予約権付社債 
(転換社債型新株予約権付社債間
限定同順位特約付) 

平成14年 
９月24日 

8,852 ― 年0.0 無担保社債 
平成19年
11月30日 

合計 ― 14,298 ― ― ― ― 

  
第４回無担保転換社債

(転換価額下方修正条項および 
転換社債間限定同順位特約付) 

転換の条件 
転換価格1,467円40銭につき当社普通株式
１株の割合をもって転換する。 

転換により発行すべき株式の内容 普通株式 

転換を請求できる期間 
平成11年５月６日から
平成18年５月30日まで 

  

130％コールオプション条項付
第５回無担保転換社債型新株予約権付社債 
(転換社債型新株予約権付社債間限定 

同順位特約付) 

発行すべき株式の内容 普通株式 

新株予約権の発行価額 無償 

株式の発行価格（円） 1,410.10 

発行価額の総額（百万円） 10,000 

新株予約権の行使により発行した株式
の発行価額の総額（百万円） 

9,999 

新株予約権の付与割合（％） 100 

新株予約権の行使期間 
平成14年11月１日から
平成19年11月29日まで 



 【借入金等明細表】 

前事業年度末及び当事業年度末における借入金及び金利の負担を伴うその他の負債（社債を除く。）の金額が

負債及び資本の合計額の100分の１以下であるため、財務諸表等規則第123条の規定により、記載を省略しており

ます。 

  

 【引当金明細表】 

  

(注) 貸倒引当金の当期減少額の「その他」欄の金額は、一般債権の貸倒実績率による洗替額であります。 

  

区分 
前期末残高 
(百万円) 

当期増加額
(百万円) 

当期減少額
(目的使用) 
(百万円) 

当期減少額
(その他) 
(百万円) 

当期末残高 
(百万円) 

貸倒引当金 17 5 ― 15 8 

役員賞与引当金 ― 41 ― ― 41 

役員退職慰労引当金 87 13 ― ― 100 



(2) 【主な資産及び負債の内容】 

(Ⅰ) 資産の部 

Ａ 現金及び預金 

  

  

Ｂ 受取手形 

(Ａ)相手先別内訳 

  

  

(Ｂ)期日別内訳 

  

  

区分 金額(百万円) 

現金 2 

預金の種類   

当座預金 91 

普通預金 26 

通知預金 6,148 

別段預金 2 

定期預金 8,903 

預金計 15,171 

合計 15,173 

相手先 金額(百万円) 

岩崎電気㈱ 105 

長野電子工業㈱ 68 

大阪アサヒ商事㈱ 62 

㈱日平トヤマ 61 

カルソニックカンセイ㈱ 60 

その他 235 

計 594 

科目 
平成18年 
６月 

７月 ８月 ９月 10月 11月 合計 

受取手形 
(百万円) 

150 99 121 132 80 9 594



Ｃ 売掛金 

(Ａ)相手先別内訳 
  

  

(Ｂ)売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 
  

(注) 金額は消費税等込みで表示しております。 

  

相手先 金額(百万円) 

信越化学工業㈱ 6,921 

信越半導体㈱ 3,081 

S.E.H.America, Inc. 701 

松下電器産業㈱ 430 

㈱東芝 341 

その他 3,574 

計 15,051 

前期繰越高 
(百万円) 
  
(Ａ) 

当期発生高 
(百万円) 
  
(Ｂ) 

当期回収高
(百万円) 
  
(Ｃ) 

次期繰越高
(百万円) 
  
(Ｄ) 

回収率(％)
  
(Ｃ)

(Ａ)＋(Ｂ)

滞留期間(ヶ月)
(Ａ)＋(Ｄ) 
２ 
(Ｂ) 
12 

11,356 40,013 36,318 15,051 70.70 3.96 



Ｄ たな卸資産 
  

(注) 製品の半導体素子は、半導体材料加工部門における再生ウェハーの工程完了品であります。 

  

区分 内訳 金額(百万円) 

商品 

工業計測器 11 

OA機器 0 

分析機器 1 

光学測定機器 0 

半導体関連機器 5 

試験機 0 

その他 3 

計 24 

製品 半導体素子 137 

仕掛品 

半導体素子 461 

機械装置・治具他 156 

計 618 

貯蔵品 

石英ガラス類 82 

研磨布 58 

研磨剤 16 

薬品類 16 

キャリア 77 

その他 89 

計 340 



(Ⅱ) 負債の部 

Ａ 支払手形 

(Ａ)相手先別内訳 

  

  

(Ｂ)期日別内訳 

  

  

Ｂ 買掛金 

  

  

相手先 金額(百万円) 

日本電子㈱ 576 

㈱ユタカ・トレンズ 356 

キヤノンマーケティングジャパン㈱ 343 

㈱大阪真空機器製作所 223 

㈱ペトロスター関東 135 

その他 1,265 

計 2,901 

科目 
平成18年 
６月 

７月 ８月 ９月 10月 合計 

支払手形 
(百万円) 

547 475 946 565 367 2,901 

相手先 金額(百万円) 

㈱日平トヤマ 359 

スピードファム㈱ 336 

㈱チノー 274 

東朋テクノロジー㈱ 188 

高信化学㈱ 166 

その他 3,838 

計 5,164 



Ｃ 未払金 

  

  

 (3) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

相手先 金額(百万円) 

㈱竹中工務店 1,920 

スピードファム㈱ 1,371 

東朋テクノロジー㈱ 661 

日本エー・ディー・イー㈱ 312 

㈱ビービーエス金明 284 

その他 1,030 

計 5,580 



第６ 【提出会社の株式事務の概要】 

(注) 平成18年８月30日開催の定時株主総会において、定款一部変更を決議し、公告方法を次のとおり変更しております。 

公告方法 電子公告とする。ただし、事故その他やむを得ない事由によって電子公告による公告をすることができない場合

は、日本経済新聞に掲載して行います。 
  

公告掲載ＵＲＬ  http://www.aspir.co.jp/koukoku/8155/8155.html 

  

決算期 ５月31日 

定時株主総会 ８月中 

基準日 ５月31日 

株券の種類 100株券、1,000株券、10,000株券、100,000株券 

中間配当基準日 11月30日 

１単元の株式数 100株 

株式の名義書換え   

  取扱場所 
東京都港区芝三丁目33番１号
中央三井信託銀行株式会社 本店 

  株主名簿管理人 
東京都港区芝三丁目33番１号
中央三井信託銀行株式会社 

  取次所 
中央三井信託銀行株式会社 全国各支店
日本証券代行株式会社 本店及び全国各支店 

  名義書換手数料 無料 

  新券交付手数料 １枚につき100円及び印紙税相当額 

単元未満株式の買取り   

  取扱場所 
東京都港区芝三丁目33番１号
中央三井信託銀行株式会社 本店 

  株主名簿管理人 
東京都港区芝三丁目33番１号
中央三井信託銀行株式会社 

  取次所 
中央三井信託銀行株式会社 全国各支店
日本証券代行株式会社 本店及び全国各支店 

  買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額 

公告掲載方法 東京都において発行する日本経済新聞 (注) 

株主に対する特典 なし 



第７ 【提出会社の参考情報】 

１ 【提出会社の親会社等の情報】 

当社には、親会社等はありません。 

  

２ 【その他の参考情報】 

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

(1) 有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度 第36期(自 平成16年６月１日 至 平成17年５月31日)平成17年８月30日関東財務局長に提出 

  

(2) 半期報告書 

事業年度 第37期中(自 平成17年６月１日 至 平成17年11月30日)平成18年２月20日関東財務局長に提出 

  

(3) 有価証券届出書（第三者割当増資）及びその添付書類 

平成17年７月20日関東財務局長に提出 

  

(4) 臨時報告書 

証券取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第４号（主要株主の異動）に基

づく臨時報告書を平成17年８月４日に関東財務局長に提出 

  

(5) 自己株券買付状況報告書 

平成17年８月10日関東財務局長に提出 

平成17年９月12日関東財務局長に提出 

平成17年10月12日関東財務局長に提出 

平成17年11月11日関東財務局長に提出 

平成17年12月15日関東財務局長に提出 

平成18年１月13日関東財務局長に提出 

平成18年２月10日関東財務局長に提出 

平成18年３月10日関東財務局長に提出 

平成18年４月13日関東財務局長に提出 

平成18年５月12日関東財務局長に提出 

平成18年６月15日関東財務局長に提出 

平成18年７月13日関東財務局長に提出 

平成18年８月11日関東財務局長に提出 

  



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 



独立監査人の監査報告書 

平成17年８月30日

三益半導体工業株式会社 

取締役会 御中 

  

あずさ監査法人 

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている三益半

導体工業株式会社の平成16年６月１日から平成17年５月31日までの第36期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照

表、損益計算書、キャッシュ・フロー計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の

作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、三益半

導体工業株式会社の平成17年５月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシ

ュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成17年７月19日開催の取締役会において、第三者割当による新株

式発行及び自己株式の取得に関する決議を行った。さらに、決議に基づき、平成17年８月４日に新株式の発行を、平成

17年８月５日から平成17年８月26日に自己株式の取得を、それぞれ行った。また、平成17年８月30日開催の定時株主総

会において、自己株式の取得に関する決議を行った。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上

  
  
※ 上記は、当社(有価証券報告書提出会社)が、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有

価証券報告書提出会社)が別途保管しております。 

指定社員 

業務執行社員
  公認会計士  飯  田  輝  夫  ㊞ 

指定社員 

業務執行社員
  公認会計士  佐  渡  一  雄  ㊞ 



独立監査人の監査報告書 

平成18年８月30日

三益半導体工業株式会社 

取締役会 御中 

  

あずさ監査法人 

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている三益半

導体工業株式会社の平成17年６月１日から平成18年５月31日までの第37期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照

表、損益計算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務

諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、三益半

導体工業株式会社の平成18年５月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシ

ュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

会計処理方法の変更に記載されているとおり、会社は当事業年度より固定資産の減損に係る会計基準、役員賞与に関

する会計基準及び貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準が適用されることとなるため、これらの会計基準に

より財務諸表を作成している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上

  
  
※ 上記は、当社(有価証券報告書提出会社)が、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有

価証券報告書提出会社)が別途保管しております。 

指定社員 

業務執行社員
  公認会計士  飯  田  輝  夫  ㊞ 

指定社員 

業務執行社員
  公認会計士  佐  渡  一  雄  ㊞ 

指定社員 

業務執行社員
  公認会計士  森  田     亨  ㊞ 
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